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震災発生直後からのインフラ早期復旧において不可欠な役割を担う地域の建設関連企業は，その活動を

通じて被災影響の最小化に貢献している．本稿は，地域の建設関連企業の維持に向けた環境整備に着目し，

効果的な災害応急対応に不可欠な連携強化のあり方を考察する．現状，災害応急対応における人的・物的

資源の適切な配分には，建設関連企業間の連携とルールが重要となるが，建設関連企業へのヒアリング調

査から，情報共有の不足や連携体制の脆弱性といった課題が明らかになった．そこで本稿では，建設業の

役割と関連制度の変遷を整理し，建設関連企業が置かれた社会システム環境を分析した上で，災害応急対

応における情報共有の促進，平時からの顔の見える関係構築，役割分担の明確化といった連携強化に向け

た具体的な方策を提案する．  
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1. 研究の背景 

 

近年，自然災害は激甚化・頻発しており，被災地の迅

速な復旧・復興は社会全体の喫緊の課題である．特に，

その初期段階における災害応急対応の成否は，その後の

復興の速度と規模に大きく影響を及ぼす．この災害応急

対応において，地域に根ざした建設会社，建設コンサル

タント ，地質調査や測量等の建設事業に関連する企業

（以下，「建設関連企業」という．）は，被災状況の迅

速な把握，インフラの早期復旧，被害の最小化に必要不

可欠な重要な役割を果たしている． 

福田ら 1)が指摘するように，災害発生時には，被災状

況に応じた人的・物的資源の適切な調整と割り当てが重

要であり，効率的に実施するためには，建設関連企業間

で共有された連携関係やルールが必要である． 

また，建設関連企業が災害対応時に直面する課題を共

有することは，今後の災害レジリエンスの方策を検討す

る上で重要な視点となる． 

しかしながら，建設関連企業においては，近年，担い

手の高齢化や若年労働者の減少，経営基盤の脆弱化とい

った課題が顕在化してきており，その維持と技能の継承

が危惧されている．万が一，建設関連企業の活動が停滞

することになれば，災害発生時の迅速な応急対応に支障

をきたし，地域社会の安全・安心を大きく損なうことが

懸念される． 

 

 

２. 先行研究調査と本研究の位置づけ 

 

(1) 先行研究調査 

先行研究では，災害時における建設関連企業の役割や

課題，災害協定の実態，災害対応における建設業の貢献，



 

 2 

建設業の維持に関する分析枠組み，建設技術者の育成方

法など，多肢にわたる側面から研究がなされている． 

本研究では以下に示すa)～c)の３つの視点で先行研究

調査を実施した． 

a) 地域建設業が取り巻く社会構造に関する研究 

福田ら(2023)1) は，災害応急対策における建設関連企業

の課題認識として，災害協定等の制度，情報伝達，費用

負担など，建設関連企業を取り巻く社会構造について報

告し，川崎ら(2015)2) は，地元建設業を取り巻く社会構

造について分析し，法的制度，災害協定，業界慣習など

の社会構造が災害応急対応における連携に与える影響を

考察している．  

b) 災害応急対応時の連携に関する研究 

災害応急対応における連携の実態と課題の明確化につ

いては，川崎ら(2015)2)  は，地域の建設関連企業の災害

時の役割に着目し，災害発生から復興に至るまでの活動

実態と，災害対応におけるリスク要因を把握することで，

災害が地域社会に及ぼすリスクや，災害対応活動自体の

リスクがいかに軽減されるかを分析している． 

森實ら(2015)3)  は，大規模災害時における行政と建設

企業との連携関係について着目し，行政と地元の建設業

団体とが締結してきた災害協定の果たす役割について検

証し，将来の大規模災害時に備えて，機能する災害協定

の必要条件を提案している． 

井上・中野(2017)4)   は，2016 年熊本地震において，地

域の建設関連企業の災害対応の実態把握より，災害情報

の収集と共有方法，指揮命令系統と災害対応体制，自治

体の連携や複合機関間との連携，労務災害の補償といっ

た 4つの観点から課題を抽出している． 

また，柿本ら(2022)5) は，熊本地震の被災地域における

自治体の建設系部署の職員と地域の建設関連企業従事者

の応急復旧期における連携した対応状況を調査し，課題

の整理を行った上で，地域の災害対応力を最大限に発揮

して早期復旧に当たるための課題を整理し，具体的な施

策を提案している．  

c) 地域建設業等の維持に関する研究 

加知ら(2014)6)  は，地域の建設関連企業が地域経済と

防災に不可欠である一方，公共事業減などによる経営悪

化が課題視されていると指摘している．特に，九州にお

いては，災害対応での自治体との連携が重要であり，地

域の建設関連企業の維持のためには，その実態を客観的

に評価する必要性が指摘されている．その上で，災害対

応において企業がどのような役割を求められているのか

を明確化すべきであると述べている． 

 

(2) 本研究の位置づけと目的 

先行研究では，災害時における建設関連企業の役割や

課題，災害協定の実態，建設業の維持といった要素が個

別に分析されてきた． 

しかしながら，これらの課題に関する先行研究では地

域の建設関連企業が取り巻く社会構造の個々の要素（行

政との関係，住民との連携，経済状況など）に焦点を当

てた分析にとどまっており，災害対応を取り巻く社会構

造の全体を俯瞰した，多様な要因間の相互作用を構造化

により可視化した研究は管見の限り見当たらず十分では

ないことがわかった． 

このような背景を踏まえ，本研究では，地域の建設関

連企業を取り巻く社会構造全体に着目し，災害応急対応

において，その能力を最大限に発揮し，地域社会の安

全・安心な暮らしの維持に貢献し続けるための環境要素

を特定し，それらの相互関係を可視化する． 

特に，災害応急対応時における建設関連企業間の連携

強化においては，福田ら(2023)1)の先行研究では，建設関

連企業が認識する課題の整理・類型化にとどまるのに対

し，本研究では，既発表の福田ら(2023)1)の報告で示唆さ

れている資源調整の重要性を踏まえつつ，同じヒアリン

グ調査に基づき，建設関連企業を取り巻く社会構造全体

に着目し，地域建設業等が災害応急対応においてその能

力を最大限に発揮するための環境要素を明らかにしたう

えで，建設関連企業の維持に向けた環境要素を構造化し

で可視化することを目的とする． 

具体的には再帰的テーマティックアナリシス法（RTA

法）と KH Coder を用いた共起ネットワーク分析という

質的データ分析手法で．ヒアリング調査結果のテキスト

データを分析し，「まんだら形状モデル」で，複雑なデ

ータを視覚的に整理し，データ間の関連性を明確するも

のである． 

 

表-1 ヒアリング課題および団体企業種別一覧 

No. ヒアリング課題 団体企業種別 

1 災害時の建設契約に係る諸課題 A建設団体 

2 建設業従事者のやりがい A建設団体 

3 インフラの包括的民間委託 B市 

4 

災害時の建設契約に係る諸課題 

C町 

5 D建設団体 

6 E市 

7 やりがい向上・災害復旧契約 F建設団体 

8 災害時の建設契約に係る諸課題 G測量団体 

9 調達政策の課題及び方向性 Hコンサル団体 

10 

災害時の建設契約に係る諸課題 

I建設団体 

11 J大手ゼネコン 

12 K建設団体 

13 L市 

14 M建設団体 

15 N建設団体 

16 O市・協定企業 
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３. 研究方法 

 

(1) 調査データの概要 

本研究では，一般財団法人国土技術研究センター

（JICE）の自主研究として実施されたヒアリング調査結

果を分析する質的データとして使用する．このヒアリン

グ調査は，災害対応の経験を有する建設関連企業の業界

団体・企業，及び市・町のインフラ管理者を対象とし，

2022年 5月から 12月にかけて災害時の建設契約に係る

諸課題等を中心に，計 17 回にわって実施されたもので

ある．福田ら(2023)1)  は，市・町のインフラ管理者のヒ

アリング結果を除く建設関連企業の調査結果を整理・分

析し，建設関連企業自身の課題認識をとりまとめて報告

している． 

表-1にヒアリング課題および団体企業種別一覧を示す. 

 

(2) ヒアリング調査結果の分析の手順 

本研究では，(1)で述べた調査データに含まれる災害

応急対策に関する地域の建設関連企業から得られた意見

や，抽出された課題等から概念を導き出す分析を行う．

本研究における「概念」とは，調査データから抽出され

る，災害応急対策に関する地域の建設関連企業の経験，

認識，課題などを抽象化したものである． 

なお，本研究では，質的データ分析法を用いて体系的

に分析することで，概念を抽出し，ツリー形状に構造化

して全体を可視化する．図-1にヒアリング調査結果から

構造化に至るまでの分析フロー図を示す． 

質的データ分析手法には，再帰的テーマティックアナ

リシス法注1)（reflexive thematic analysis，以下，RTA法）を

用いる． RTA 法は，柔軟な分析が可能であり，データ

から新たな知見を得やすいという特徴を持つため，本研

究に適している． 

この手法の分析プロセスにおいては，データ自体に基

づいてコードやテーマを生成する帰納的アプローチを基

本とするが，必要に応じて既存の理論的枠組みや概念に

基づいてデータを分析する演繹的アプローチも組み合わ

せたハイブリッドアプローチで実施する． 

全体を可視化する手法は，福田ら(2024)7) が女川町震災

復興事業の工事担当者に行ったインタビュー調査結果を

分析した手法と同様に，ヒアリング調査の結果から共通

事項を見出し，包括的な概念を構築する．そして，中心

にメインテーマを据え，畑村(2005)8)の失敗まんだらを参

考に，全体をまんだら形状に構造化する． 

まんだら形状に構造化したモデルの妥当性の検証につ

いては，樋口(2020)9)が開発したKH Coderを用いたテキス

トマイニング分析により共起ネットワーク分析を行い，

共起頻度の高いキーワードとの関連性を検証する． 

 

(3)  再帰的テーマティックアナリシス法（RTA法）を用

いた質的データ分析による概念抽出 

分析プロセスの構成は，以下の 6Phaseからなる． 

a) Phase 1：データに精通する 

ヒアリングのテキストデータなどの調査資料を繰り返

し読み込み，全体的な内容や特徴を把握する．データに

触れる中で，初期的な印象や気づきを記録する． 

b) Phase 2：コーディング 

テキストデータ内の重要な箇所に注目し，簡潔なラベ

ル（コード）を付与する（本研究においては，災害応急

対応に関するもの）．この作業は，テキストデータ全体

を通して行われ，類似する内容には同じコードを適用し，

必要に応じて新たなコードを作成する． 

c) Phase 3：初期テーマの生成 

コーディングされたデータをもとに，コード間の関連

性やパターンを探り，意味のあるまとまりとして初期的

なテーマを生成する．この段階では，多様な視点からデ

ータを解釈し，複数の潜在的なテーマを考案する．初期

的なテーマを生成するときは帰納的アプローチを基本と

する． 

d) Phase 4：テーマの開発とレビュー 

生成された初期テーマが，実際にコード化されたデー

タやデータセット全体の内容を適切に反映しているかを

確認する．必要に応じて，テーマを統合または分割し，

修正する作業を繰り返し実施する．テーマを修正する作

業においては，帰納的アプローチが基本だが，演繹的ア

プローチも組み合わせたハイブリッドアプローチで実施

する． 

e) Phase 5：最終テーマの定義と命名 

見直しを経て残ったテーマについて，さらに詳細な分

析を行い，各テーマの中核となる意味や特徴を明確に定

義する．その上で，テーマの内容を的確に表す具体的な

名称を付与する． 

f) Phase 6：報告書の作成 

最終的に， RTA 法によって特定された主要なテーマ

を中心に，分析の結果として得られたストーリーや具体

 

図-1 全体分析フロー図 

 

ヒアリング調査結果（テキストデータ）

再帰的テーマティックア
ナリシス法（RTA法）を
用いた質的データ分析に

よる概念抽出

構造化（まんだら形状）

KH Coderを用いたテキス
トマイニング分析（共起
ネットワーク分析）によ

る検証

クラスタ形成

関連性を検証
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的なデータ事例をまとめ，学術的な報告書として記述す

る．  

 

(4)  構造化手法 

構造化の手法については，RTA 法で特定された主要

なテーマと概念的なカテゴリを比較し，現実の課題を解

決する方法とその関連要素を，まんだら形状（中心から

放射状に要素を配置する図）で構造化する． 

これにより，個々の複雑なデータを視覚的に整理し，

データ間の関連性を明確にすることで，データが示唆す

る理論や結論を導き出すことが可能となる． 

また，Phase 6の報告書では，構造化についてこれらの

テーマを文章で詳細に説明する際に，このまんだらで示

した構造を基盤とすることができる．  

 

(5) KH Coderを用いた共起ネットワーク分析による検証 

KH Coderを用いた共起ネットワーク分析は，テキスト

データに出現する単語やフレーズの共起頻度を分析し，

その関係性をネットワーク図として可視化する手法であ

る．これにより，まんだら形状モデルで示された要素間

の関連性が，実際のテキストデータにおける語彙の共起

関係と整合するかどうかを検証する． 

具体的には，分析対象となるテキストデータから抽出

された個々の単語やフレーズをネットワーク図のノード

（点）として表示する．そして，同じ文脈内で共起する

頻度が高い単語やフレーズ間をエッジ（線）で結び，共

起頻度が高いほどエッジを太く表示することで，語彙間

の関連性の強さを視覚的に表現する．本分析を通じて，

共起頻度の高いキーワード間の関連性を明らかにし，構

造化されたまんだら形状モデルの妥当性を客観的に評価

する．  

 

 

4. 分析結果 

 

(1) RTA法による分析結果 

RTA法による分析結果をa)～f)に示す． 

a) Phase 1：データに精通する 

ヒアリングの全テキストデータ資料を繰り返し熟読し，

全体の内容を把握した．Phase 2に移行する前の準備作業

として，全データを文脈で区切り，Excel のワークシー

トに落とし込んだ．その際に，文脈を意識してテーマの

候補となる用語を書き出した(図-2)． 

b) Phase 2：コーディング 

Excel のワークシートに落とし込んだデータの内容を

表すコードをつけた．類似したものにカテゴリ，サブカ

テゴリで分類し，階層的にまとめるコーディングを実施

した(図-3)．  

 

図-2 Phase１：データに精通する（一部抜粋） 

 

図-3 Phase 2：コーディング（一部抜粋） 

 

図-4 Phase 3：初期テーマの生成 

（真保ら(2024)10）を参考に筆者が作成） 

 

図-5 RTA法による分析結果 

（真保ら(2024)10）を参考に筆者が作成） 

No. コード テーマ 項目

1

台風の復旧工事について、地元業者が手一杯であり、
下請け業者がいない状況であった。  災害 初動、応急復旧、本復旧のプロセスと課題

2

台風の復旧工事の対応ができる会社としてオファーさ
れた経緯がある。  災害 災害協定の内容と運用

3

地整と建設業協会の災害協定に基づき、随意契約が締
結となった。  災害 契約形態（口頭契約、随意契約、入札）

4

災害発生時は、借地の契約等については後付けで整
理しているのが現状である。 災害 契約形態（口頭契約、随意契約、入札）

5

同業他社から協力依頼があったが、他の現場を止めて
人材を連れて行くことに発注者の理解を得ることも難し
く工面する苦労があった。

災害 官民の連携

No. コード テーマ カテゴリ サブカテゴリ

1

台風の復旧工事について、地元業者が手一杯であり、
下請け業者がいない状況であった。  災害 災害復旧工事 復旧工事対応

2

台風の復旧工事の対応ができる会社としてオファーさ
れた経緯がある。  災害 災害復旧工事 災害協定関連

3

地整と建設業協会の災害協定に基づき、随意契約が締
結となった。  災害 災害復旧工事 災害協定関連

4

災害発生時は、借地の契約等については後付けで整
理しているのが現状である。 災害 災害復旧工事 契約・支払い関連

5

同業他社から協力依頼があったが、他の現場を止めて
人材を連れて行くことに発注者の理解を得ることも難し
く工面する苦労があった。

災害 災害復旧工事 組織連携体制
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c) Phase 3：初期テーマの生成 

コーディングされたデータで関連性のあるものをとり

まとめ，帰納的アプローチにより，初期テーマを生成し

た．なお，とりまとめられないデータについては，単独

で意味をなす初期テーマを生成した(図-4)． 

d) Phase 4：テーマの開発とレビュー 

初期テーマを見直し，意味のあるテーマとして再編成

を行った．ここでは帰納的アプローチと演繹的アプロー

チを併用した(図-5)．例を挙げると，「復旧工事対応」

という初期テーマより，「初動対応の迅速化」という開

発されたテーマとして再編成している． 

e) Phase 5：最終テーマの導出，定義と命名 

Phase 4で開発されたテーマから最終テーマを導出し，

その定義と命名を行った(図-5)． 例を挙げると，「復旧

工事対応」「契約・支払い関連」「新技術の活用」「組

織連携体制」という初期テーマは，「初動対応の迅速化」

「契約手続きの迅速化」「現場対応の効率化」「情報共

有の促進」という開発されたテーマを経て，「迅速に災

害対応を行うマネジメント」という最終テーマを導出し

ている． 

f) Phase 6：最終的な分析と報告，報告書の作成 

本稿で最終的な分析結果の報告を行う． 

 

(2) まんだら形状モデルの構築 

まんだらの中心に「建設関連企業の維持に向けた環境

整備」を，その外側には RTA 法による分析によって得

られた最終テーマを配置した．「構築した概念」には開

発されたテーマ，「概念を構成する要素」にはそこに紐

付いているテキストデータから抽出された要素を配置し

た．「妨げとなる要因」には，データから示唆される障

害になる要因を配置した．図-6に建設関連企業の維持に

向けた環境整備のまんだら形状モデルを示す． 

このまんだら形状モデルは，建設関連企業が地域社会

において持続的にその役割を果たし続けるための鍵とな

る，最終テーマに配置された「迅速に災害対応を行うマ

ネジメント」「応急対応における連携マネジメント」

  

 

図-6 建設関連企業の維持に向けた環境整備のまんだら形状モデル  
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「建設関連企業の維持可能な人材育成マネジメント」と

いう３つのマネジメントが相互に連関し，「建設関連企

業の維持に向けた環境整備」へと至るものである． 

建設関連企業は，災害発生時の迅速な人命救助，緊急

輸送路の確保，ライフラインの応急復旧といった初動対

応において不可欠な役割を担う．「迅速な災害対応を行

うマネジメント」と多様な主体との連携を円滑にする

「応急対応における連携マネジメント」の効果的な機能

は，その能力を最大限に引き出し，被災地の早期復旧と

地域社会の混乱の最小化に貢献する．このような貢献は

地域社会からの信頼と期待を高め，関連企建設業等の存

在意義を明確にする．この信頼は平時における公共事業

や地域インフラの維持管理においても優先的な役割に繋

がり，安定した事業機会は経営基盤を強化し，事業継続

性を高める．強固な経営基盤は，将来への投資としての

人材育成を可能にし，質の高い人材育成は技術力と対応

力を向上させ，平時・災害時双方における地域社会への

貢献を支える好循環を生み出す．この好循環こそが，

「建設関連企業の維持に向けた環境整備」の核心となる． 

a)～c) に最終テーマに配置した３つのマネジメントに

ついて述べる． 

a) 迅速に災害対応を行うマネジメント 

迅速に災害対応を行うための主要な要素と，それぞれ

の具体的な方策をツリー状で構造化した．また，支障と

なる「情報伝達の遅れ」「縦割り行政」「制度の理解不

足」「災害査定の遅れ」などのコードも紐付けた． 

b) 応急対応における連携マネジメント 

応急対応の連携マネジメントの主要な要素である情報

共有，役割分担，連携体制の構築と，指揮命令系統の錯

綜や情報共有の遅れといった課題を示す．役割を明確に

するため，関係機関との連携に焦点を当てた多角的な視

点と要素間の関連性を示唆する． 

c) 建設関連企業の持続可能な人材育成マネジメント 

建設関連企業における将来を見据えた人材育成の中心

概念と，技術力向上，後継者育成，地域特性理解などの

個別要素，若手の他業種への流出や地域連携不足といっ

 

 

 

図-7 KH Coderによるテキストマイニング分析（共起ネットワーク分析） 

契約・調達クラスタ 

設計業務関連クラスタ 

被災状況調査クラスタ 

組織人材関連クラスタ 

発注・情報共有クラスタ 

インフラ管理クラスタ 

復旧関連クラスタ 

地域連携クラスタ 

災害対応クラスタ 
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た課題を示している．地域社会のニーズに応え，技術革

新に対応し，持続可能な発展を目指すための人材育成の

多角的な視点と要素間の関連性を示唆する．  

 

(6) 共起ネットワーク分析の結果 

全データを統合して，KH Coderを使用して共起ネット

ワーク分析を実施した．なお，この分析では頻出語の出

現頻度を 15 回に設定した．分析結果を図-7 に示す．な

お，形成されたクラスタを視覚的に明らかにするために

クラスタ間を破線で明示した． 

分析結果より，以下に示す a)～f)がわかった．  

a) 建設関連企業は災害対応において中心的な役割 

「災害」というキーワードが最も強く，かつ「工事」

や「業者」といった建設関連企業が直接的に関わる活動

と強く結びついていることが，その重要性を示唆してい

る． 

b) 契約形態や支払いに関する議論が活発 

「契約」や「精算」といったキーワードが，近い距離

に配置されていることから強く結びついている．そのた

め，建設関連企業にとって，災害対応における契約条件

や費用の取り扱いが重要な関心事であることがわかる． 

c) 発注者との関係性 

「発注者」というキーワードが「契約」と関連してい

ることから，地域建設業は災害対応を進める上で，発注

者との連携や意思疎通を重視していることが示唆される． 

d) 地域における役割と活動を重視 

「地域」というキーワードがネットワーク内に存在す

ることから，地域に根ざした建設業としての役割や，地

域社会への貢献意識が議論されている可能性がある． 

e) 若手人材の育成や確保が課題 

「若手」というキーワードが「会社」や「職員」と関

連していることから，建設関連企業においても人材の世

代交代や，若い世代の育成が重要なテーマとして認識さ

れている可能性が伺える． 

f) 情報共有の必要性 

「情報」と「共有」が「発注者」と関連していること

から，災害時において，建設関連企業が関係者間で迅速

かつ円滑な情報伝達を求めている可能性が示唆される． 

以上より，建設関連企業は災害発生時において，地域

社会の安全確保と早期復旧のために不可欠な存在であり，

その活動においては契約条件や発注者との連携が重要で

あるとともに，将来に向けた人材育成や情報共有の仕組

みづくりにも関心を持っていることがこの結果より示唆

された． 

 

 

 

5. 考察 

 

本研究では，RTA 法による分析結果を基に構築した

３つの「まんだら形状モデル」と，KH Coderを用いた共

起ネットワーク分析の結果を比較検証することで，建設

関連企業が災害応急対応において直面する課題と，その

解決に向けた連携強化の方向性について考察する． 

 

(1) 迅速に災害対応を行うマネジメント 

迅速な災害対応の実現に向けた要素として，「情報伝

達の迅速化」「初動対応要員の確保・動員」「契約・手

続きの迅速化」が中心に据えられている．これらの要素

に対し，「情報伝達の遅れ」「縦割り行政」「災害査定

の遅れ」等が阻害要因として関連付けられている． 

共起ネットワーク分析の結果（図-7）からは，「災害」

「工事」「業者」といったキーワードが近接しており，

建設関連企業が災害対応において中心的な役割を担って

いることが改めて示唆される．一方で，「情報」と「共

有」が「発注者」と関連していることから，迅速な対応

には不可欠な情報共有の重要性が，現場の課題意識とし

ても強く認識されていると考えられる．また，「契約」

というキーワードが強く結びついていることは，迅速な

対応を阻害する要因としてまんだら形状モデルで示唆さ

れた「縦割り行政」「災害査定の遅れ」と合致する結果

となった． 

これらより，迅速な災害対応を行うためには，平時か

らの情報共有体制の構築と，災害時における柔軟かつ迅

速な契約手続きの確立が不可欠であると考えられる． 

 

(2) 応急対応における連携マネジメント 

情報共有，役割分担，要請・協力が連携の主要な要素

として示され，「縦割り行政」や「情報共有の遅れ」が

課題として挙げられている．関係機関との連携の重要性

も示唆されており，多角的な視点での連携の必要性が示

されている． 

共起ネットワーク分析の結果（図-7）からは，「発注

者」が「契約」と近接していることから，災害対応にお

ける建設関連企業と発注者との連携の重要性が示唆され

た．これは，まんだら形状モデルで示された関係機関と

の連携の重要性と一致する．しかしながら，「縦割り行

政」という課題が共起ネットワーク分析からは直接的に

は読み取れない．これは，ヒアリング調査において建設

関連企業の主体的な課題認識として表出したものと考え

られる．情報共有の遅れについては，両方の分析結果か

ら共通の課題として認識されている． 

したがって，災害時の応急対応における連携強化のた

めには，平時からの関係機関との連携や，役割分担の明

確化，そして円滑な情報共有の仕組みを構築することが
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重要であると考えられる． 

 

(3) 建設関連企業の持続可能な人材育成マネジメント 

「地域連携の可能性」「多様な人材の活用」「若手育

成の方向性」が人材育成の主要な要素として示され，

「人材不足」「若手の定着の難しさ」が課題として挙げ

られている．地域社会のニーズへの対応や「やりがい」

の実感といった，モチベーションを高めた持続的な発展

に向けた視点も示されている． 

共起ネットワーク分析の結果（図-9）からは，「若手」

が「会社」や「職員」と関連していることから，建設関

連企業における人材育成，特に若手人材の確保・育成が

重要な課題として認識されていることが示唆される．こ

れは，まんだら形状モデルで示された「人手不足」と合

致する．また，「地元」というキーワードが存在するこ

とから，地域に根ざした人材育成の重要性も示唆される． 

これより，建設関連企業の持続可能性のためには，技

術継承のための効果的な育成プログラムの開発，若者が

魅力を感じるような労働環境の整備，そして地域社会と

の連携を通じた人材確保の取り組みが重要であると考え

られる． 

 

(4) 共起ネットワーク分析の評価 

本研究で実施した共起ネットワーク分析は，建設関連

企業が災害応急対応において直面する課題構造の一端を

可視化する上で有効な手法であると評価できる．テキス

トデータに頻出するキーワード間の関連性をネットワー

クとして示すことで，現場における喫緊の課題や，連携

において重要となる要素を直感的に把握することを可能

にする．特に，量的データに基づいた関連性の強度の提

示は，議論の客観性を高める上で寄与する． 

しかしながら，共起ネットワーク分析のみでは，キー

ワード間の文脈や意味合いの深層までは捉えきれないた

め留意が必要である．また，分析結果は，使用したテキ

ストデータの内容に大きく依存することから，データの

偏りが結果に影響を与える可能性も考慮しなければなら

ない．さらに，共起ネットワーク図の解釈には分析者の

主観が介在する余地があるため，潜在的な関係性を見落

とす可能性も否定できない． 

本研究では，これらの限界を踏まえ，RTA 法による

分析結果の検証を行うことで，共起ネットワーク分析か

ら得られた知見の妥当性を多角的に検討している．  

結論として，共起ネットワーク分析は，建設関連企業

の災害応急対応に関する課題の一側面を明らかにするた

めの有効なツールとして機能している．ただし，その解

釈においては，文脈理解の重要性や他の分析結果との統

合的な考察が不可欠である． 

 

(5) まんだら形状モデルと共起ネットワーク分析との

比較検証 

まんだら形状モデルと共起ネットワーク分析の結果を

総合的に見ると，建設関連企業が災害応急対応において

中心的な役割を担う一方で，情報共有の不足，連携体制

の脆弱性，契約手続きの煩雑さ，そして担い手不足とい

った課題が共通して認識されていることがわかる． 

特に，情報共有の重要性は両方の分析から強く示唆さ

れており，災害対応の迅速化，連携の円滑化，そして効

率的な資源配分の鍵となる要素である．また，契約に関

する課題は，迅速な初動対応を妨げる要因となる可能性

が高く，平時からの検討と改善が求められる．さらに，

将来にわたり，建設関連企業がその役割を果たし続ける

ためには，人材育成と人材確保が不可欠な課題であるこ

とが明らかになった．  

 

 

6. まとめ 

 

本研究では，災害発生直後からのインフラ早期復旧に

おいて不可欠な役割を担う建設関連企業の維持に向けた

環境整備に着目し，効果的な災害応急対応に不可欠な連

携強化のあり方を考察した． 

本研究では，災害発生直後からのインフラ早期復旧に

おいて不可欠な役割を担う建設関連企業の維持に向けた

環境整備に着目し，効果的な災害応急対応に不可欠な連

携強化のあり方を考察した． 

また，福田ら(2023)1)の先行研究では課題の整理・類型

化にとどまっていたが，本研究では同じ建設関連企業へ

のヒアリング調査結果を質的データとして分析に使用し，

RTA 法による分析と，その結果を構造化したまんだら

形状モデルの構築を行った．さらに，KH Coderを用いた

共起ネットワーク分析により，まんだら形状モデルの妥

当性を検証した． 

分析の結果，建設関連企業は災害対応において不可欠

な存在でありながら，情報共有の不足，縦割り行政，契

約手続きの煩雑さ，人手不足といった課題を抱えている

ことが明らかになった． 

本研究は，災害応急対応において不可欠な役割を担う

建設関連企業が直面する，情報共有の不足，縦割り行政，

契約手続きの煩雑さ，人手不足といった複合的な課題が，

その能力発揮を阻害する現状を，ヒアリング調査に基づ

き，RTA 法と共起ネットワーク分析という質的分析手

法を組み合わせた分析を行うことで，建設関連企業者等

の経験に基づいた生の声から，これらの課題が個別事象

としてではなく，相互に関連し合う構造的な問題として

存在することを可視化した点である．これは，従来の断

片的な議論を超え，より本質的な課題解決に向けた議論
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を深め，効果的な連携強化策を検討する上で重要な貢献

となる． 

これらの課題に対し，情報共有の促進，平時からの連

携構築，役割分担の明確化，柔軟な契約手続きの導入，

そして持続可能な人材育成システムの構築といった連携

強化に向けたより具体的で，かつ実践的な政策提言に繋

がる可能性が示唆された． 

これらに基づいて，既存の論文でも示唆されている政

策的示唆に加え，新たな政策的示唆を(1)～(5)に示し，

(6)に総括を述べる． 

 

(1) 情報共有の促進 

災害時における迅速かつ円滑な情報伝達の重要性が指

摘されており，平時からの情報共有体制の構築が求めら

れる． 

 

(2) 平時からの連携構築 

災害時の連携を円滑に進めるためには，平時からの関

係機関との連携や顔の見える関係づくりが重要であるこ

とが示唆された． 

 

(3) 役割分担の明確化 

災害時における役割分担を明確化することで，各主体

が迅速かつ適切に行動できるようになり，連携の効果を

高めることができる．  

 

(4) 柔軟な契約手続きの導入 

既往研究でも示唆されているが，本研究においても，

災害時の迅速な応急対応を妨げないよう，柔軟な契約手

続きの導入を検討する必要性が示唆された． 

 

(5) 持続可能な人材育成システムの構築 

建設関連企業が将来にわたりその役割を果たし続ける

ためには，技術継承のための効果的な育成プログラムの

開発や，若者が魅力を感じるような労働環境の整備，地

域社会との連携を通じた人材確保の取り組みが重要であ

ることが示唆された． 

 

(6) 総括 

(1)～(6)に新たな政策的示唆を示した．今後はこれら

を踏まえ，地域の建設関連企業がその能力を最大限に発

揮し，地域社会の安全・安心な暮らしの維持に貢献し続

けるための具体的な政策提言を行うことが重要となる． 

本研究が，今後の建設関連企業の持続に向けた環境整

備の一助となれば幸いである． 

 

 

 

謝辞：本研究にあたり，ヒアリング調査に多大なるご協

力をいただいた建設業協会，測量設計協会，コンサルタ

ンツ協会ほか建設企業の皆様には，記して謝意を表する

次第である． 

 

NOTES 

注1) 再帰的テーマティック分析（reflexive thematic analy-

sis）は，心理学者である Virginia Braun & Victoria 

Clarkeによって提唱された手法． 
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ENVIRONMENTAL IMPROVEMENT FOR MAINTENANCE OF 

CONSTRUCTION-RELATED COMPANIES: STRENGTHENING COOPERATION 

IN DISASTER EMERGENCY RESPONSE 

 

Katsuhito FUKUTA, Takeshi FUKUDA, Reiko KITAMURA, Hideomi GOKON and 

Masamitsu ONISHI 

 
Local construction-related companies play an important role in the early restoration of infrastructure in 

the immediate aftermath of a disaster, and through their activities contribute to minimizing its impact. This 

paper focuses on how to create an environment in which local construction-related companies can sustain 

their activities and how to strengthen cooperation, which is essential for an effective disaster response. 

Currently, cooperation among construction-related companies and the establishment of rules are important 

for the appropriate allocation of human and material resources in disaster response. However, interviews 

with construction-related companies have revealed issues such as insufficient information sharing and weak 

coordination systems. Based on an analysis of the social system environment in which local construction-

related companies operate, this paper proposes concrete measures to strengthen cooperation, such as pro-

moting information sharing in disaster response, establishing face-to-face relationships during normal times, 

and clarifying the division of roles.  
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